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(57)【要約】
【課題】  個々に独立して配置され、運転の管理がなさ
れている多数の呼吸用気体供給装置について、呼吸用気
体供給装置利用者と支援機関と医療機関の間で、確実
に、迅速に、十分に意志の疎通を図るための方法や装置
を提供できる。
【解決手段】  画像情報、文字情報、音声情報の内の少
なくとも一つを含む情報を送信および受信できる通信手
段Ａ，Ｂ，Ｃを、それぞれ呼吸用気体供給装置利用者、
呼吸用気体供給装置利用支援機関、医療機関が使用し
て、通信手段Ａと通信手段Ｂと通信手段Ｃとの相互間で
所定の情報について交信を行う通信方法であって、当該
所定の情報が、当該呼吸用気体供給装置の設備情報、運
転条件情報、運転情報の内の少なくとも１つと患者バイ
タル情報とを含む情報処理方法。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  画像情報、文字情報、音声情報の内の少
なくとも一つを含む情報を送信および受信できる通信手
段Ａ，Ｂ，Ｃを、それぞれ呼吸用気体供給装置利用者、
呼吸用気体供給装置利用支援機関、医療機関が使用し
て、通信手段Ａと通信手段Ｂと通信手段Ｃとの相互間で
所定の情報について交信を行う通信方法であって、
当該所定の情報が、当該呼吸用気体供給装置の設備情
報、運転条件情報、運転情報の内の少なくとも１つと患
者バイタル情報とを含む情報処理方法。
【請求項２】  患者バイタル情報が、動脈血中酸素濃
度、心拍数、呼吸数、体温、自覚症状の内の少なくとも
１つを含むことを特徴とする請求項１に記載の情報処理
方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、呼吸器疾患患者等
の呼吸用気体供給装置利用者のための情報処理方法、情
報処理ネットワークシステム、コンピュータプログラム
および記録媒体に関する。
【０００２】なお、呼吸用気体供給装置は通常酸素を濃
縮した気体を呼吸器疾患患者に供給する装置であるた
め、単に酸素濃縮器と呼称される場合もある。
【０００３】
【従来の技術】従来、呼吸器疾患の患者に対して酸素ボ
ンベから供給する酸素療法が行われており、最近では空
気中の酸素を分離濃縮して酸素濃縮気体を得るための呼
吸用気体供給装置が開発され、それを用いた酸素療法が
次第に普及するようになって来ている。
【０００４】かかる呼吸用気体供給装置としては、例え
ば窒素を選択的に吸着し得る吸着剤を酸素濃縮手段とし
て用いた吸着型呼吸用気体供給装置や、酸素選択透過性
膜を酸素濃縮手段として用いた膜型呼吸用気体供給装置
がある。前者は主に酸素濃度が９０体積％程度の酸素濃
度の気体を供給するのに適しており、後者は主に酸素濃
度が４０体積％程度の酸素濃度の気体を供給するのに適
しているものであったが、技術の進歩と共にその境界は
曖昧になってきている。また、その他に固体電解質法に
よる酸素濃縮装置も知られている。
【０００５】なお、酸素療法が用いられる他の酸素供給
方式として、液体酸素から適当に制御された速度で蒸発
した酸素を患者に供給する方法も知られている。
【０００６】かかる呼吸用気体供給装置は、病院におい
て利用されるのみならず、在宅医療用に家庭においても
利用される場合が次第に多くなってきている。なおこれ
らの呼吸用気体供給装置は、病院や家庭において個々に
配置され、別々に運転状況の把握およびその管理がなさ
れている。
【０００７】このため、かかる呼吸用気体供給装置の技
術的支援を行う者や呼吸用気体供給装置の運転状況の集
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中的把握とその集中的管理とに携わる者よりなる、呼吸
用気体供給装置利用支援機関、すなわち呼吸用気体供給
装置利用者を支援する機関（以下呼吸用気体供給装置利
用支援機関を略して単に支援機関ともいう）にとって、
支援すべき対象者や内容を明確に把握することが困難に
なり、必要な部品の調達、呼吸用気体供給装置利用者へ
の必要なサービスの提供を適切なタイミングで行うのが
困難になってくる事態が想定される。
【０００８】また、呼吸用気体供給装置利用者の方から
見れば、アドバイスを求めたいときに、十分な情報を支
援機関と共有することが困難になってくる事態が想定さ
れる。
【０００９】さらに、呼吸用気体供給装置利用者は健康
的に弱者であるところから、呼吸用気体中の酸素濃度お
よび設定値の情報の内の少なくとも１つとともに、動脈
血中酸素濃度、心拍数、呼吸数、体温、自覚症状等の患
者の生存や適切な健康状態の維持に不可欠な情報（本願
明細書においてはこのような情報を患者バイタル情報と
呼ぶ）については、適切な範囲に維持することが重要で
あり、かつ、これらの情報に関し適切な対応策を決定で
きるのは主に医師や看護婦等（以下医師や看護婦等を
「医師等」という）に限定されるところ、そのような情
報の流れを適切に管理し、適切な時期に呼吸用気体供給
装置利用者から患者バイタル情報が医師等の元に届けら
れ、適切な時期に、その対応策が医師等から呼吸用気体
供給装置利用者にフィードバックされるというような方
法、システムは、現在の所存在せず、在宅医療であるに
もかかわらず、結局呼吸用気体供給装置利用者が患者と
して病院に赴き医師等の指示を仰がなければならないと
いう不合理が存在する。
【００１０】
【発明が解決しようとする課題】本発明は、このように
個々に独立して配置され、運転の管理がなされている多
数の呼吸用気体供給装置について、呼吸用気体供給装置
利用者と支援機関とが確実、迅速に情報を共有するとと
もに、病院やナースセンター等の医療機関に患者バイタ
ル情報が適切な時期に適切な形で届けられるようにする
ための方法やシステムを提供し、上記の問題を解決せん
とするものである。
【００１１】特に本願発明は、吸着型呼吸用気体供給装
置や膜型呼吸用気体供給装置において、装置に関わる状
況や患者バイタル情報の把握を、呼吸用気体供給装置利
用者と支援機関と医療機関とが確実、迅速に共有するた
めの方法やシステムを提供し、上記の問題を解決せんと
するものである。
【００１２】
【課題を解決するための手段】本発明者らは、各家庭等
に分散して配置された個々の呼吸用気体供給装置に関わ
る状況の把握を、呼吸用気体供給装置利用者と支援機関
と医療機関とが確実、迅速に共有するための方法を提供
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すべく鋭意検討した結果、本願発明に想到した。
【００１３】すなわち、本願発明の態様の一つは、画像
情報、文字情報、音声情報の内の少なくとも一つを含む
情報を送信および受信できる通信手段Ａ，Ｂ，Ｃを、そ
れぞれ呼吸用気体供給装置利用者、呼吸用気体供給装置
利用支援機関、医療機関が使用して、通信手段Ａと通信
手段Ｂと通信手段Ｃとの相互間で所定の情報について交
信を行う通信方法であって、当該所定の情報が、当該呼
吸用気体供給装置の設備情報、運転条件情報、運転情報
の内の少なくとも１つと患者バイタル情報とを含む情報
処理方法、である。
【００１４】なお、本願発明の他の態様としては、この
ような情報処理を可能とするための情報処理ネットワー
クシステム、コンピュータプログラムおよびこのような
コンピュータプログラムを記録したコンピュータ読みと
り可能な記録媒体が挙げられる。
【００１５】ここで、通信手段Ａと通信手段Ｂと通信手
段Ｃとは公知のどのような通信手段を使用しても良い。
通信手段Ａと通信手段Ｂと通信手段Ｃとを使って支援機
関と呼吸用気体供給装置利用者と医療機関とが交信を行
うためのシステムとしては、公知のいかなるネットワー
クシステムも使用することができる。インターネット回
線を利用することも可能である。
【００１６】そして、このような送受信する機能は、通
信手段Ａと通信手段Ｂと通信手段Ｃとにコンピュータを
付設することで可能とすることができる。
【００１７】コンピュータを使用する場合等は、上記の
交信方法を実行するためのコンピュータプログラムを作
成すれば、汎用のパーソナルコンピュータ等を使用する
ことも可能となる。そして、このようなプログラムを記
録したコンピュータ読みとり可能な記録媒体を用いれ
ば、呼吸用気体供給装置の新設等に容易に対応すること
ができる。
【００１８】通常、呼吸用気体供給装置は家庭等に固定
して設置されるが、設備の更新、呼吸用気体供給装置の
新規設置、使用中止、呼吸用気体供給装置利用者の所在
地の変更等の要因により、呼吸用気体供給装置の設置場
所や使用状況がかなり頻繁に変更され、また、呼吸用気
体供給装置に関する上記諸情報の内容が非定常的に変化
することが原因となって、支援機関が、自己の支援すべ
き対象者や内容を明確に把握することを困難にする大き
な原因となり得ることが判明した。また、呼吸用気体供
給装置利用者は呼吸用気体供給装置に関する技術に習熟
しているわけではないので、電話等の音声、文字情報だ
けでは、意思の疎通が充分図れないことも考えられる。
【００１９】この意思の疎通を図るには、上記の情報が
重要であることが判明した。
【００２０】すなわち、本願発明に係る情報処理方法は
先ず第一に、呼吸用気体供給装置の設備情報と運転条件
情報と運転情報とを、通信手段Ａと通信手段Ｂと通信手
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段Ｃとの間で、画像情報、文字情報、音声情報の内の少
なくとも一つを含む情報として送信および受信できるこ
とを特徴としている。
【００２１】ここで、呼吸用気体供給装置の設備情報と
しては、呼吸用気体供給装置の構造およびソフトウエア
に関するどのような情報を含めることもできる。運転条
件情報としては、呼吸用気体供給装置で使用される、圧
力、流量、温度、湿度、容積、濃度、運転時間等に関す
るあらゆる条件を含めることができる。また、運転情報
としては、これらの運転条件に対応する、圧力、流量、
温度、湿度、容積、濃度、運転時間等の実際の値を含め
ることができる。
【００２２】呼吸用気体供給装置の設備情報と運転条件
情報と運転情報とを電子的に記録する記録手段として、
コンピュータを使用することもできる。この記録手段
は、呼吸用気体供給装置に付設されていてもよく、他の
場所に集中的に情報を収集装置として設置しても良い。
この情報は主として、支援機関が支援活動に役立てるこ
とができる。
【００２３】交信に画像情報、文字情報、音声情報の内
の少なくとも一つを含む情報を使用するのは、上記のご
とく、支援機関や医療機関と、呼吸用気体供給装置に関
する技術に習熟しているわけではない呼吸用気体供給装
置利用者との間で、確実迅速な情報の交換を図るためで
ある。
【００２４】この場合、特に画像情報を交信するのが望
ましい。そして、その用に供するため、通信手段Ａおよ
び／またはＢが撮像手段を付設していることが望まし
い。撮像手段としては、ディジタルカメラ、ビデオテー
プレコーダ等どのような手段を使用することも可能であ
る。
【００２５】さらに、呼吸用気体供給装置利用者と支援
機関との間の情報交換に有用な情報について検討した結
果、当該呼吸用気体供給装置の地理的位置、当該呼吸用
気体供給装置の機種、呼吸用気体供給装置利用者の個人
的病歴が特に重要であることが判明した。
【００２６】そして、これらに加えて、酸素濃縮手段内
の圧力および設定値、呼吸用気体の温度および湿度、呼
吸用気体の流量および設定値、呼吸用気体中の酸素濃度
および設定値も交信される情報としては有用であること
が判明した。
【００２７】さらに、可能である場合には、呼吸用気体
供給装置に関する異常警報、呼吸用気体供給装置の運転
時間、呼吸気体供給装置がコンピュータを内蔵したもの
である場合の、過電流，コンピュータの作動異常および
電源電圧の異常についての情報も有用である。なお、本
願明細書では、これらの情報も、呼吸用気体供給装置の
設備情報と運転条件情報と運転情報とに含まれるものと
する。
【００２８】すなわち、支援機関にとって、呼吸用気体
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供給装置の設備情報と運転条件情報と運転情報とに関す
る情報を受信できることは、技術的支援をなすに当たっ
て非常に有用であり、呼吸用気体供給装置利用者にとっ
ては必ずしも必要ではないにしても、時に必要な事態が
考えられる。なお、ここで、呼吸用気体供給装置の設備
情報と運転条件情報と運転情報とに関する情報は、現在
の情報のみならず、過去の情報も含むことが望ましい。
【００２９】上記の情報の内、呼吸用気体供給装置の地
理的位置が重要であるのは、予想に反し、呼吸用気体供
給装置の、新規設置、使用中止、呼吸用気体供給装置利
用者の所在地の変更等の要因に対応して、その最新情報
を迅速に把握することが、呼吸用気体供給装置利用者を
支援するのに重要であるからである。
【００３０】呼吸用気体供給装置の機種の情報が重要で
あるのは、急速に変化する技術革新の下、支援機関がす
べての呼吸用気体供給装置の機種に即座には対応しきれ
ないケースが考えられるからである。
【００３１】呼吸用気体供給装置利用者の個人的病歴を
知ることが支援機関と呼吸用気体供給装置利用者との間
の意思の疎通に役立つことはいうまでもない。
【００３２】また、その他の情報については次のような
事情を例示することができる。
【００３３】呼吸用気体供給装置は、通常、酸素濃縮手
段に圧縮空気を送り込むためのコンプレッサー、空気の
圧縮に伴って発生する熱を除去するための冷却ファン、
吸着型や膜型の酸素濃縮手段、酸素濃縮手段内の圧力を
検出する手段、呼吸用気体供給装置利用者に供給する呼
吸用気体の流量を測定する手段、呼吸用気体供給装置利
用者に供給する呼吸用気体中の酸素濃度を測定する手
段、酸素濃縮手段内の圧力、呼吸用気体の流量、呼吸用
気体中の酸素濃度が所定範囲を外れた場合に、異常と判
断し、当該異常を検出した場合の音声、ランプ等による
警報手段、呼吸用気体供給装置の運転条件を制御し、上
記の異常を検出し警報する等の目的に使用されるコンピ
ュータシステム等を有している。
【００３４】酸素濃縮手段内の圧力が所定範囲を外れる
ケースの内、酸素濃縮手段内の圧力が下限を下回るケー
スには、たとえば、コンプレッサー自体に何かの異常が
発生した場合が該当し、上限を上回るケースには、たと
えば、酸素濃縮手段中の吸着剤に水分が過剰吸着した場
合が該当する。
【００３５】また、呼吸用気体の流量が所定範囲を外れ
るケースとしては、医師等の指示により設定された流量
に対し、その許容下限流量を下回るケースが考えられ
る。具体的には、２Ｌ／分の設定値に対し、５０％以上
を許容範囲とすれば、５０％未満で異常警報を発するこ
とになる。
【００３６】呼吸用気体中の酸素濃度が所定範囲を外れ
るケースとしては、たとえば９０％以上の酸素濃度を設
定値とし、７５％を下限とすれば、７５％未満で異常警
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報を発することになる。
【００３７】なお、酸素濃縮手段内の温度および湿度は
上記のような異常を検出する補助的手段となり得ること
が見出されている。
【００３８】このような異常の状態について支援機関と
呼吸用気体供給装置利用者との間の理解を深めるには上
記の情報が役立つのである。
【００３９】なお、これらの情報は、支援機関と呼吸用
気体供給装置利用者とが適宜行うことになるが、秘密が
外部に漏れないように万全の対策を講じることも重要で
ある。このため、情報の送信に当たっては暗号化処理を
行い、受信に当たって暗号解読処理を行うことが好まし
い。
【００４０】ただし、上記のような情報は特定の者のみ
がアクセスを許されるべきものであり、このような情報
の出力先は厳密に管理することが必要となる。また、情
報内容の一部を制限することも有用である。
【００４１】送信受信する情報には、さらに、上記呼吸
用気体供給装置の利用開始時期、過去における呼吸用気
体供給装置の設備情報、運転条件情報、運転情報を含め
ることも、本願発明の好ましい態様の一つである。呼吸
用気体供給装置利用者と支援機関とが過去の情報を必要
とすることがしばしばあるからである。
【００４２】なお、これらの呼吸用気体供給装置の設備
情報、運転条件情報、運転情報は、医師等等が必要とす
る度合いは小さい。従って、通信手段Ｃが受信する情報
中には、必ずしも含める必要はない。
【００４３】次に、本願発明に係る情報処理方法では、
動脈血中酸素濃度、心拍数、呼吸数、体温、自覚症状等
の患者の生存や適切な健康状態の維持に不可欠な患者バ
イタル情報の交信を行う。現在の情報のみならず、過去
の情報も含むことが望ましい。
【００４４】動脈血中酸素濃度は、呼吸用気体供給装置
を利用する呼吸用気体供給装置利用者が酸素を適切に摂
取しているか否かを認識するための重要な指標であり、
現在ではサック状の器具を指に取り付けるだけで簡単に
測定する装置が市販されている。
【００４５】心拍数、呼吸数、体温は呼吸用気体供給装
置利用者の健康状態を知る上で最も基本的な情報に属
し、また、日常的生活にも登場する概念であるため、呼
吸用気体供給装置利用者が改めてその測定方法を勉強し
なければならないと言った類の情報ではない。従って、
呼吸用気体供給装置利用者が送信する情報としてはきわ
めて有用性が高い。
【００４６】これらの情報や、それに加えて自覚症状の
情報を呼吸用気体供給装置利用者が送信し、それが、支
援機関や医療機関で受信されれば、呼吸用気体供給装置
利用者の容態に重要な変化が生じたとき等には迅速な対
策を講じることができる。
【００４７】なお、これらの情報はその性質上、呼吸用
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7
気体供給装置利用者が通信手段Ａを用いて、送信を開始
することになるが、過去の情報に関しては通信手段Ｂや
通信手段Ｃが送信する場合もあり得る。
【００４８】また、これらの情報は、主に、人である呼
吸用気体供給装置利用者が通信手段Ａに入力することに
よって送信されるが、たとえば、上記動脈血中酸素濃度
の測定器のような場合には、その器具から直接情報が送
信される場合もあり得る。この場合はその器具自体が通
信手段Ｃの役割を持つことになる。
【００４９】通常の場合は、この患者バイタル情報は、
通信手段Ａから通信手段Ｂに送信され、通信手段Ｂから
通信手段Ｃに送信されるが、他のルートもあり得る。
【００５０】医師等の迅速な処理の助けとするため、通
信手段Ａから通信手段Ｂに送信される情報の種類と量と
について厳選したものが、通信手段Ｂから通信手段Ｃに
送信されることが望ましい。
【００５１】さらに、動脈血中酸素濃度、心拍数、呼吸
数、体温については、比較的容易に、その上限おとび／
または下限を決め、その限度を外れた場合には医師等の
診断を仰ぐと言った取り決めが容易にできる性質の情報
であり、そうすることにより、医師等は、患者バイタル
情報そのものをいちいちチェックする労役から解放され
ることになるため、このような限度を予め設定し、その
限度を外れた場合には通信手段Ｃの表示装置にその警告
情報が表示されることが有用である。なお、このような
情報は通信手段Ａ，Ｂの表示装置においても可能である
ことが望ましい場合も多い。
【００５２】ただし、上記のような情報は特定の者のみ
がアクセスを許されるべきものであり、このような情報
の出力先は厳密に管理することが必要となる。また、情
報内容の一部を制限することも有用である。
【００５３】なお、情報内容の出力に際して、送受信が
必要な場合には、送信内容の暗号化を図ることも、機密
保持の上で望ましい。
【００５４】
【発明の実施の形態】以下において、図１～３を用い
て、本願発明の実施の形態について説明する。なお、下
記は本願発明の実施の形態の一部を示すためのものであ
り、本願発明は、これらの記載によって制限を受けるも
のでなく、本願発明の趣旨に合致する限り、その他の形
態をも含むものであることはいうまでもない。
【００５５】図１は、本願発明に係る呼吸用気体供給装
置をモデル的に表した図である。
【００５６】図１において、呼吸用気体供給装置１１に
ある、窒素を選択的に吸着し得る吸着剤１２を充填した
１基または２基以上の吸着筒１３は、空気から酸素濃度
の高められた酸素濃縮気体を分離するための酸素濃縮手
段の主要部分である。
【００５７】コンプレッサ１４から、流路切替弁１５を
介してこの吸着筒１３に圧縮空気が供給される。
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【００５８】吸着筒１３で吸着されなかった酸素を含む
ガス、すなわち酸素濃縮空気、は、サージタンク１６に
貯留され、流量設定器１７により酸素供給量を一定に調
節した後、加湿器１８で加湿され、鼻カニューラ１９を
介して呼吸用気体供給装置利用者に供給される。
【００５９】さらに必要に応じて、コンプレッサ等のポ
ンプ手段を冷却するための冷却風を生じさせるための冷
却ファン２０が具備される。
【００６０】また、呼吸用気体供給装置１１では、酸素
濃縮手段内の圧力はＸの位置で、呼吸用気体の流量、呼
吸用気体中の酸素濃度、呼吸用気体の温度および湿度は
Ｙの位置で検出することができる。
【００６１】呼吸用気体を呼吸用気体供給装置利用者の
利用に供する供給手段としては、導管手段，鼻カニュー
ラ，マスク等を具備したものがあげられる。
【００６２】図２は、本願発明に係る情報処理方法を説
明するモデル図である。
【００６３】図２において、呼吸用気体供給装置１とパ
ーソナルコンピュータ２とその表示装置３とを使用する
呼吸用気体供給装置利用者がパーソナルコンピュータ２
に入力した情報や呼吸用気体供給装置１からの情報が支
援機関の元にあるシステム９に送信される。従って呼吸
用気体供給装置１とパーソナルコンピュータ２とその表
示装置３とで構成されるシステム４が通信手段Ａに該当
し、パーソナルコンピュータ５とその表示装置６とで構
成されるシステム９が通信手段Ｂに該当する。
【００６４】また、上記情報の一部はシステム９からシ
ステム１０に送信される。従ってパーソナルコンピュー
タ７とその表示装置８とで構成されるシステム１０が通
信手段Ｃに該当する。
【００６５】なお、これらの機器は通信装置の必須要素
を意味するものではない。たとえば表示装置を欠いてい
る場合も含まれる。
【００６６】交信は、主にＡ→Ｂ，Ｂ→Ｃのルートでな
され、Ａ→Ｂのルートでは当該呼吸用気体供給装置の設
備情報、運転条件情報、運転情報、患者バイタル情報
が、Ｂ→Ｃのルートでは患者バイタル情報が主に送信さ
れる。
【００６７】ただし、図２の細い矢印で示すルートもあ
り得る。
【００６８】情報の表示は、表示装置３，６，８でなさ
れるが、このような表示装置としては、画像情報、文字
情報、音声情報を表示できるものが適切である。
【００６９】この送信される情報には当該呼吸用気体供
給装置利用者、支援機関、医療機関等を識別するための
情報を含めることが望ましい。
【００７０】図３は、本発明の情報交換方法を説明する
フローチャートである。図３は呼吸用気体供給装置利用
者が支援機関に呼吸用気体供給装置の設備情報、運転条
件情報、運転情報の内の少なくとも１つと患者バイタル
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9
情報とを含む情報を送信し、支援機関が医療機関に患者
バイタル情報に関する警告情報を送信するケースについ
て説明してある。
【００７１】図３において、呼吸用気体供給装置利用者
が自分の元にある通信手段（通信手段Ａ）を用いて支援
機関に情報を送信すると（Ｓ１）、支援機関が受信し
（Ｓ２）、この情報の中に患者バイタル情報が含まれて
いるかどうかをチェックする（Ｓ３）。患者バイタル情
報が含まれていない場合には何もせずに終了する。ある
いは通信手段Ｃに情報を送信する場合もある。
【００７２】患者バイタル情報が含まれている場合に
は、それらの情報に含まれる数値について、動脈血中酸
素濃度、心拍数、呼吸数、体温が所定の上限値および／
または下限値の間にあるかどうかをチェックする（Ｓ
４）。そして、所定の上限値および／または下限値の間
にある場合には、何もしないで終了する。あるいは通信
手段Ｃに情報を送信する場合もある。
【００７３】所定の上限値および／または下限値の間に
ない場合には、通信手段Ｂが警告情報を送信し（Ｓ
５）、その情報を通信手段Ｃが受信し（Ｓ６）、表示装
置に表示する（Ｓ７）。警報情報の送信は即時行われる
ようにしておくことが望ましい。
【００７４】なお、通信装置Ａ，Ｂ，Ｃに付随する表示
装置では随時必要な情報が表示される。
【００７５】以上、本願発明の内容を纏めると下記の付
記のようになる。
【００７６】（付記１）  画像情報、文字情報、音声情
報の内の少なくとも一つを含む情報を送信および受信で
きる通信手段Ａ，Ｂ，Ｃを、それぞれ呼吸用気体供給装
置利用者、呼吸用気体供給装置利用支援機関、医療機関
が使用して、通信手段Ａと通信手段Ｂと通信手段Ｃとの
相互間で所定の情報について交信を行う通信方法であっ
て、当該所定の情報が、当該呼吸用気体供給装置の設備
情報、運転条件情報、運転情報の内の少なくとも１つと
患者バイタル情報とを含む情報処理方法。
【００７７】（付記２）  患者バイタル情報が、動脈血
中酸素濃度、心拍数、呼吸数、体温、自覚症状の内の少
なくとも１つを含むことを特徴とする付記１に記載の情
報処理方法。
【００７８】（付記３）  前記交信が、前記所定の情報
については、通信手段Ａから通信手段Ｂに送信され、前
記患者バイタル情報については通信手段Ｂから通信手段
Ｃに送信されることを特徴とする付記１または２に記載
の情報処理方法。
【００７９】（付記４）  前記患者バイタル情報が所定
の基準値を外れた場合には、通信手段Ａ，Ｂ，Ｃの内の
少なくとも１つにその警告情報が表示されることを特徴
とする付記１～３のいずれかに記載の情報処理方法。
【００８０】（付記５）  画像情報、文字情報、音声情
報の内の少なくとも一つを含む情報を送信および受信で*
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*きる通信手段Ａ，Ｂ，Ｃを含んでなる情報処理ネットワ
ークシステムであって、通信手段Ａと通信手段Ｂとの間
での交信については、交信される情報が、呼吸用気体供
給装置の設備情報、運転条件情報、運転情報の内の少な
くとも１つと、動脈血中酸素濃度、心拍数、呼吸数、体
温、自覚症状の患者バイタル情報の内の少なくとも１つ
とを含み、通信手段Ａと通信手段Ｃとの間および／また
は通信手段Ｂと通信手段Ｃとの間での交信については、
通信手段Ａおよび／または通信手段Ｂから通信手段Ｃに
送信される情報が、動脈血中酸素濃度、心拍数、呼吸
数、体温、自覚症状の患者バイタル情報の内の少なくと
も１つを含む情報処理ネットワークシステム。
【００８１】（付記６）  画像情報、文字情報、音声情
報の内に少なくとも一つを含む情報を送信および受信で
きる通信手段Ａと通信手段Ｂとが所定の情報を交信する
段階と、通信手段Ａおよび／または通信手段Ｂが送信す
る、動脈血中酸素濃度、心拍数、呼吸数、体温、自覚症
状の患者バイタル情報の内の少なくとも１つを、画像情
報、文字情報、音声情報の内の少なくとも一つを含む情
報を送信および受信できる通信手段Ｃが受信する段階
と、前記患者バイタル情報が所定の基準値を外れた場合
には、通信手段Ａ，Ｂ，Ｃの内の少なくとも１つがその
警告情報を表示する段階とを情報処理ネットワークシス
テム上で実行させるためのコンピュータプログラム。
【００８２】（付記７）  付記６に係るコンピュータプ
ログラムを記録したコンピュータ読みとり可能な記録媒
体。
【００８３】
【発明の効果】本発明の情報処理方法、システム、コン
ピュータプログラムおよび記録媒体によれば、個々に独
立して配置され、運転の管理がなされている多数の呼吸
用気体供給装置について、呼吸用気体供給装置利用者と
支援機関と医療機関との間で、確実に、迅速に、十分に
意志の疎通を図るための方法や装置を提供できる。特
に、呼吸用気体供給装置利用者の容態に重要な変化が生
じたとき等には迅速な対策を講じることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本願発明に係る呼吸用気体供給装置をモデル的
に表した図である。
【図２】本願発明に係る情報処理方法を説明するモデル
図である。
【図３】本発明の情報処理方法を説明するフローチャー
トである。
【符号の説明】
１        呼吸用気体供給装置
２，５，７パーソナルコンピュータ
３，６，８表示装置
４，９，１０システム
１１      呼吸用気体供給装置
１２      吸着剤
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１３      吸着筒
１４      コンプレッサ
１５      流路切替弁
１６      サージタンク
１７      流量設定器
１８      加湿器
１９      鼻カニューラ
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２０      冷却ファン
２０１    呼吸用気体供給装置
２０１ａ  ディスプレー
２０２    記録手段
２０３    ディスプレー
２０４    支援機関
２０４ａ  ディスプレー

【図１】 【図２】
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